
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成15年11月17日
担当部・課：自然部 森林環境協力課

案件名

ベトナム森林火災跡地復旧計画（Forest Fire Rehabilitation Project）

実施予定期間：

2004年2月～2007年3月（3年間）

I. プロジェクト要請の背景

1. 2002年3月ベトナム南部メコンデルタ地域ウ・ミンハ地区で大規模な森林火災が発生
し、6,000haの森林焼失および泥炭土壌や農地などへの被害が生じた。越国では、90年代初頭
までの過去約50年間で森林面積がほぼ半減しており、1998年より500万ha国家造林計画が実
施されているが、越国政府は事態を重視し、特別な財政措置を図って2002年7月より「カマウ
省ウ・ミンハ地区森林火災跡地復旧計画」に着手している。

2. 越国による同復旧計画の内容は、焼失した6000haの植林の他、焼失林周辺地（30,000ha）を
含む森林の質的改善と住民生計向上対策から成っており、2010年までの実施を目標としてい
る。量的な森林の復旧に加え､火災抑制効果の高い再造林方法や火災対策を複雑化させている貧
困層の多い同地区の生計向上効果を如何に図るかが鍵とされている。こうした対策は、過去に日
本の技術協力「メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林開発計画」（1997年～2002年）を通じて共
同開発された技術に含まれていたことから、同事業の実施機関である越国森林科学研究所南部支
所（FSSIV）では、この技術の適用化を図っている。新技術の特徴としては、a.植栽樹木間に水
路や農地を配置する地拵え・植栽方法（＝火災拡大抑制効果）、b.育成期間が比較的短く市場性
の高い樹種（メラルーカ材等）選定（＝収益性向上効果）などがある。

3. しかしながら、2002年にベトナム側が自助努力にて実施した結果､面積的には4,000haの植林
がなされたが、新技術の適用範囲はそのうち500haのみに留まった。これは、ウ・ミンハ地区
の火災跡地の土壌条件（泥炭土壌が焼失した後の粘土質土壌）に新技術を応用し、指導するノウ
ハウがFSSIVに不足していること、植林の事業主体である森林公社や農民の新技術の知識・技
能・経験が不足していること、新技術による再造林の地拵えに必要な重機等の機材が不足してい
ることなどが原因とされている。

4. こうした背景から、ベトナム国政府より、ウ・ミンハ地区の森林火災跡地復旧事業に対する技術
協力の要請がなされた。

II. 相手国実施機関

実施機関：森林科学研究所南部支所（Forest Science Sub-lnstitute of Vietnam: FSSTV）

監督機関：農業農村開発省（MARD）林業開発局（DFD）

III. プロジェクトの概要および達成目標

1. 達成目標

（1）プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）

［目標］カマウ省ウ・ミンハ地区の森林火災跡地復旧計画に必要な造林技術が確立され、同技術の普
及が促進される。

［指標］＜指標については、実施協議時に先方と協議の上決定。以下案＞

（応用技術の確立）



カマウ省ウ・ミンハ地区の自然社会条件に適した森林計画の策定（適正度は森林土壌、樹種選
定、育苗、植栽の観点から、専門家による評価を予定）。

（応用技術の普及）

復旧事業対象地における応用技術の実用度

＜数値目安：プロジェクト開始前1.39％（500ha/36,000ha）→プロジェクト終了時
4.17%（1,500ha/36,000ha）以上＞

現地研修修了者数

（2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

［目標1］「カマウ省ウ・ミンハ地区森林火災跡地復旧計画」が越国により円滑に実施される。

［目標2］当該プロジェクトによって開発された森林造成、森林の利用・管理、木材の利用技術がメ
コンデルタ地帯の農民、林業公社によって活用される。

［指標］＜指標については、実施協議時に先方と協議の上決定。以下案＞

復旧事業対象地における応用技術の実用度

＜数値目安：→プロジェクト終了時4.17％（1,500ha/36,000ha）以上→2010年時○○％
（OOha/36,000ha）以上。

森林の利用・管理計画を策定した省の数
造林技術に関する研修受講者数、など。

2. 成果（アウトプット）と主な活動

成果1：ウ・ミンハ地区の造林事業における適正技術が確立され、同技術の普及体制が整う。

1. 「メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画」の応用技術を確立する。
2. 上記の応用技術を普及するために産業造林用（林業公社向け）およびアグロフオレストリー用

（農民向け）デモンストレーション・ファームをデザイン・造成する。
3. 林業公社職員および対象地農民等に対し、造林技術やアグロフオレストジーに関する研修を実施

する。
4. 林業公社の森林造成事業に対する技術支援を行う。

成果2：造林事業関係者のメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する知識・技能が向上する。

1. メラルーカ材に関する市場調査の実施及びFSSIV職員等に対する市場調査の研修
2. メラルーカ材の利用促進計画の策定。
3. 上記2.の利用促進計画の試行

成果3：ウ・ミンハ地区の火災予防体制が強化される。

1. ウ・ミンハ地区の森林火災予防体制の見直しを行う。
2. 森林火災予防に関する研修・広報活動を行う。
3. 農民の生計向上に関する研修を行う。

3. 投入（インプット）

（1）日本側

1. 短期専門家：下記の分野を想定。
参加型森林管理専門家、森林土壌／計画分析、木材用途開発、森林火災予防、
アグロフオレストリー／農業、その他必要な分野（年間あたりの専門家数は適宜決定）

2. 日本および第3国での研修員受け入れ（年間当たりの受け入れ人数は未定）
3. 資機材供与（予算未定：造林・アグロフオレストリー用機材、森林火災予防用資機材、木材加工

用機材）
4. その他ローカルコスト



総額約2.0億円

（2）相手国側

1. 人員：プロジェクトディレクター、プロジェクトコーディネーター、カマウ省マネージャー、デ
モンストレーション・ファーム造成マネージャー、木材利用マネージャー、研修マネージャー
等

2. 事務所、設備、資機材：FSSIVおよびカマウ省Sub-DFD内の事務室（事務所）、機材保管および
設置のためのスペース、電気、電話回線、水道設備などの提供。

3. プロジェクト活動費

4. 実施体制

（1）事業実施単位：

森林科学研究所南部支所（FSSIV）:適正技術応用研究と木材利用研究を担当。
林業公社：デモンストレーション・ファーム造成、研修の実施、火災予防を担当。

（2）プロジェクト運営管理：カマウ省林業開発局（Sub-DFD）

（3）全体計画の監督機関：農業農村開発省（MARD）林業開発局（DFD）

（4）技術分野の監督機関：森林科学研究所（FSIV）

IV. 評価結果（実施決定理由）

1. 妥当性

本プロジェクトに係る要請内容は、現在のベトナム国森林政策の基調である森林保全・回復という政
策的方向性や、同森林セクターの最重要課題である500万ha国家造林計画にも合致している。また、
支援対象となっているウ・ミンハ地区の火災跡地復旧計画の内容は、同地区の土壌条件等に適した適
正技術の確立・普及ならびに木材利用の推進・生計向上など、対象グループのニーズに合致してい
る。ターゲットグループは多岐に亘っているが、森林復旧事業の実施関係者という点では共通してお
り、森林復旧事業支援の緊急性から並行的に支援を行うことは妥当と判断される。

本協力は、森林火災被害復旧支援として緊急性が高いこと、土壌条件等が異なる南部メコンデルタ地
域での協力であること、加えて、日本の技術協力により開発された技術の応用及び普及であり越国自
助努力による取り組みのみでは解決が困難であることから、我が国が協力を行う妥当性が高いと考え
られる。

2. 有効性

プロジェクト目標は、越国による「カマウ省ウ・ミンハ地区森林火災跡地森林復旧計画」に必要な造
林技術に関する、1）応用技術の確立と、2）普及促進に開する活動となっている。適正技術の確立に
ついては、基礎技術の多くは1997年～2002年に実施された先行技術協力により技術移転がなされて
いるため、前回と土壌条件の異なる対象地における土壌分析や森林管理手法に関する補完的技術開発
がなされれば達成可能性は高いと見込まれている。また、適正技術に関する知識・技能の普及体制整
備については今回のプロジェクトにて実施されるデモンストレーションファーム造成や機材供与、現
地研修（計画策定・試行実施・研修運営指導）を通じて達成可能と考えられる。

更に、同技術の普及を促進するためには以下の2点についても配慮をする必要があるため、成果2及び
3に盛り込まれている。

一つは火災跡地で越側により導入が予定されている木材用途の促進であるこの森林復旧計画では、メ
ラルーカ材による収益により2010年以降の植林事業の継続が計画されているが、建築資材としての
需要の見通しが不透明な側面もあり、越側は木材余剰による単価下落も懸念している。このため、再
造林の初期段階から建築資材以外の用途開発を検討し、リスク分散を図る必要がある。こうしたニー
ズヘの支援が成果2に関する投入に盛り込まれている。



もう一つは造林技術の改善による、火災の拡大抑制対策以外の短期的な火災予防強化対策である。造
林技術改善による火災予防対策が林木の成長期間（約7年～10年）を経ないと効果が現れにくい中長
期的な予防対策であるのに対し、その普及過程においての短期的な対策についても配慮をする必要が
ある。成果3では、そうした現地ニーズを踏まえ、地域住民による初期警戒・初期消火活動などの短
期的な火災予防活動の強化活動や、火入れの原因とされる蜂蜜・野生生物採取時に焚火の不始末を起
こした貧困層への短期的な生計向上対策（農業等）の現地研修も盛り込まれている。これらにより可
能な限り現地ニーズに配慮しつつ、目標とされる適正技術の開発・普及促進の達成を目指した計画と
している。

3. 効率性

当該プロジェクトは、別途実施中の現地国内研修「メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術普及」
（2002年～2004年）と同一の実施機関であり、連携展開が可能と見込まれるため、特に成果2など
の研修については相乗効果が期待される点でも効率性に配慮されている。また、本プロジェクトの実
施形態については民間活用型技術協カプロジェクトを採用することを想定している。民間のノウハウ
や競争性を活かして、プロジェクト成果発現により合理的な投入形態を検討することにより、効率性
についても配慮している。

4. インパクト

本プロジェクトを通じ、人材育成面及び造林事業面で以下のインパクトが得られる見込み。

＜人材育成＞

FSSIV職員の7割（25名程度）が、メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術の応用方法（土壌分析
等）・木材利用・火災予防に関する研修を受ける。
ウ・ミンハ林業公社職員の7割（30名）が適正造林技術・火災予防に関する研修を受ける。
カマウ省職員が適正造林技術・火災予防に関する研修を受ける。
ウ・ミンハ地区農民が適正造林技術・火災予防・生計向上に関する研修を受ける。

＜造林事業＞

「カマウ省ウ・ミンハ地区森林火災跡地復旧計画」における適正技術の適用度が、2002年実績
1.39％（500ha/36,000ha）から4.17%（1,500ha/36,000ha）以上に拡大する、など。また、プ
ロジェクト目標が達成されれば、プロジェクト上位目標1及び2の共通の課題でもあった、先の「メコ
ンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画にて開発された技術を異なる土壌条件等でも適用するため
のノウハウが越側実施機関に蓄積されることとなり、上位目標の達成に寄与することが見込まれる。

5. 自立発展性

上位目標1である「カマウ省ウ・ミンハ地区森林火災跡地復旧計画」については、副首相によって
2010年までの正式な事業認可を受けており、同事業の実施主体であるカマウ省の予算手当も見込ま
れている。上位目標2の実施主体であるFSSIVについても日本政府の継続的な協力により実施体制が強
化されている。同機関は先の「メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術関発計画」を通してメコンデル
タ地帯における造林技術の基礎を習得しており、本協力により応用手法の修得と造林技術普及に不可
欠な機材供与等が実施されれば、メコンデルタ地域において新技術を普及するためのFSSIV体制はほ
ぼ整うこととなる。加えて、ベトナム国政府は2010年までの重要政策課題として500万haの植林事
業を推進していることもあり、予算手当ての見込も高い。このため、上位目標1及び2とも、終了後の
自立発展の可能性は高いものと判断された。

V. 外部要因リスク（外部条件）

プロジェクト実施期間中にメラルーカ材市場の極度の暴落が起こらないこと
副首相により認可を受けた「ウ・ミンハ地区森林火災跡地復旧計画」の予算が削減されないこと

IV. 今後の評価計画（中間評価・終了時評価の実施時期）



1. 終了時・事後評価に用いる成果指標

「ウ・ミンハ地区火災跡地復旧計画の造林計画」における適正技術の確立・普及、火災跡地事業関係
者のメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する研修の実施、火災予防体制の強化などのプロジェク
ト活動を行うことにより発生する各種のインパクトに関する数値。

＜詳細協議時に検討＞

2. 評価のタイミング

協力期間が約3年間と短いため、終了時評価（2007年6月頃）、および事後評価（2013年12月頃）
を実施予定。


